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特別支援学校による幼稚園E保育所のサポートの在り方
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特別な支援を必要 と する子 ど も に 対する早期か ら の一貫した支援が求め られている現状
において， 特別支援学校はセ ンタ ー的機能 と して 幼稚閣 ・ 保育所に も助言や支援を行 う 役
割を担 う こと になっ た。 本研究では， 地域の実情にあっ たセ ンタ ー的機能を検討する ため，
幼稚園 ・ 保育所の特別支援学校に 対する ニ}ズを調査し， 保育者に対する支援 と して研修
会を計画 ・ 実施した。 ま た， 特別支援教育において有効性が注目 されている 5 歳児健診に
おいて， 関係機関 と して特別支援学校が果たせる役割について も実践を通して考察した。
[キー ワ ー ド] 幼児期の特別支援 ， 特別支援学校のセ ンタ }的機能， 5 歳児健診
1 問題の所在 と 方法
(1)  問題の所在及び研究の背景
￠幼稚園 ・ 保育所における特別支援の位置づけ
幼稚園や保育所等の現場では， 障害のある子 ど
もや 「気に な る 子 ど も 」 への支援のニーズが高ま
っ て き ており， 特別な支援を必要 と する子 ど も の
早期発見 と 早 期 支援 が 求 め ら れて い る 。 平成
20 (2008) 年5 月 に告示 された新しい幼稚園教育要
領において も， 障害の あ る 幼児の指導にあたっ て
次の よ う に詳述 さ れている。 “特別支援学校な どの
助言又は援助を 活用 しつつ， 例えば指導について
の計画又は家庭や医療， 福祉な どの業務を行 う 関
係機関 と 連携した支援のための計画を個別に作成
する こと " な どに よ っ て， 計画的， 持邸接的な指導
を行 う こと が求め られている。 平成 20 年 3 月 に告
示 された保育所保育指針において も 同様に個別の
指導計画 と 支援計画を作成し適切な支援を図 る こ
と や専門機関 と の連携の必要性が示 さ れた。
さ ら に 文 部 科 学省 ( 以 下文科省) は ， 平成
21  (2009) 年に 「特別支援教育の更なる充実に 向 け
て (審議の 中 間 と りま と め) �早期から の教育支援
の在り方について�J と する題で報告書を と りま
と めた。 この報告書では， 障害のある 幼児児童生
徒一人一人の教育的ニ}ズを把握し， それに対応
した適切な指導及び支援を行 う 特別支援教育の理
念を実現 さ せてい く ためには， まずは， 早期か ら
の教育相談や支援， 就学指導の充実を図る こと が
最 も重要かっ優先的に取り組む熟喧 と さ れている。
そ して就学後の適切な教育及び必要な教育的支援
全体を一貫した f教育支援J と 捉え， 個別の支援
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計画の作成 ・ 活用 の推進を通 じて， 一人一人のニ
ーズに応 じた教育支援の充実を図 る こと が， 今後
の特別支援教育の更な る推進に向けた基本的な考
え方 と している。 このため， 市町村教育委員会や
都道府県教育委員会では， 小 ・ 中学校の特別支援
学級や通級指導教室， 特別支援朝交のセ ン タ ー的
機能等のそれぞれの保有する 資源の十分な活用 を
図 る と と も に， 体制整備や専門性の向上， 医療，
福祉， 保健等関係機関 と の連携に よ る情報の共有
化等を通 じて， 早期か ら の教育相談 ・ 支援の更な
る 充実を図 る こと が必要 と さ れている。
以上の よ う に， 未就学児に 対する特別支援の充
実を図る にあたっ ては， 資源を持つ専門機関が 幼
稚園や保育所 と 連携して い く 必要があ る。 就学に
向 けた支援の点で， 特別支援学校が果たし う る役
割は大きい。 と りわけ， 専門機関の数や規摸が限
られている地域においては， 特別支援学校がセ ン
タ }的機能を十分に果たす必要があ る と 考え られ
る。
�特別支援学校のセ ンタ ー的機能
特別支援学校のセ ンタ ー的機能については， 平
成 17 (2005) 年の中央教育審議会 「特別支援教育を
推進するための制度の在り方について」 の答申 で，
明示 さ れた。 答 申 において “特別支援学校 (仮称)
が， 教育上の高い専門性を生かしなが ら地域の小，
中 学校 を積極的 に支援して い く こと が求 め ら れ
る。 " と 述べ られ， 特別支援学校に期待 さ れる セ ン
タ ー的機能 と して以下の 6 点が例示さ れた。 すな
わち， (a) 小 ・ 中学校等の教員への支援機能， (b) 
特別支援教育等に関する相談 ・ 情報提供， (c) 障害
の あ る 幼児児 童生徒への指導 ・ 支援機能， (d)福
祉 ・ 医療 ・ 労働な ど関係機関 と の 連絡 ・ 調整機能，
(8) 小 ・ 中学校等の教員に対する研修協力機能，
(f) 障害のあ る 幼児児 童生徒への施設設備等の提
供であ り， こ れ ら のセ ン タ ー的機能は， “各学校の
実情に応 じて弾力的に対応でき る よ う にする こ と
が適当 であ る " と 述べ られている。
こ れ ら を受け， 各特別支援学校は各学校の実情
に応 じたセ ンタ ー的機能を発揮するべ く 様々 な検
討や取り組みを 行っ てい るo 例えば， 広島県立特
別支援学校教育研究会 (2009) では， 特別支援学
校のセ ンタ ー的機能を向上 さ せ る た めに， 校外へ
の取り組みを， (a) 情報収集 ・ 発信， (b) 活動支援
(c) 小中学校等が 自 立， (d) 地域のネ ッ ト ワー ク の
構築の 4 段階に整理 している。
特別支援学校に よ る ， 未就学児への支援の実践
と して， 地域の保護者や幼稚園教師， 保育者に対
する研修会の開催な どの情報発信， 幼稚園や保育
所での特別支援の事例への コ ンサルテーシ ョ ンや
支援計画作成の援助 な どの活動支援， 幼保 と 小学
校の 連携へのサポー ト や 幼児教室の開催な どがあ
げ られる。 東京都立小岩特別支援学校で、は， 就学
前の発達が気に な る子 ど も と その保護者を支援す
る ため， 平成 19 年 よ り， 学校を会場に した 幼児教
室 「びっ こ ろっ く 」 を開催 している。 また， 平成
20 年 よ り， 近隣の 区立幼稚聞と 連携し 知的障害
のない発達障害の子 ど も 達の支援のために， 幼稚
園で開催する 幼児教室 「 こ じかひろば」 も実施 し
ている。 いずれも， 小学校への 円 滑な移行支援，
こ の地域におけ る新たな特別支援教育体制の構築
(就学前教育相談を起点 と する こ と で， 地域の小学
校に入学 した後 も 訓腕的な相談支援が可能) ， 教育
関係者の実践研修の場 と する こ と 等を 目 的 と して
いる。 「 びっ こ ろ つ く j では， 毎年 15 組程度の親
子を支援 し， 高い評価を受けている。 ま た， 地域
の学校に就学する子 ど も 達には 「就学支援シー ト J
を作成 し， 保護者を と お して小学校に持たせる こ
と で， 円 滑な移行支援に努めている (吉田 2009) 。
③山形県における巡回相談の活用状況
幼稚園や保育所に 対して どの よ う な支援を提
供でき る かについては， 特別支援学校の実情の他，
地域のニーズに よ っ て も異なっ て く る。 そ こ で、筆
者が勤務する 山形県立A特別支援学校の地域の実
情について以下に述べて い く 。
特別支援学校に よ る地域支援の代表的な も の と
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して巡回相談があ る。 表 1 に山形県におけ る 特別
支援学校の巡回相談の活用状況を示 した。 平成 20
年度か ら 平成 21 年度にかけては， 幼稚園 ・ 保育所
に 対する巡回相談の件数は 3 倍 と 急増 した。 こ れ
は， 平成 20 年に 幼稚園要領や保育所保育指針が告
示 さ れ， 障害の あ る 幼児の支援や指導への意識の
高 ま りと 考える。 一方， 平成 21 年度か ら 平成 22
年度にかけては減少 している。 こ の減少が一時的
な も のなのか ど う か今後の経過を見ない と 判断で
き ない。 し か し， 小中学校の特別支援コ ーディネ
ータ ーの定着や研修等に よ る能力の向上に伴い，
A特別支援学校の地域においては， それま で特別
支援学校が中心的 に 担っ て き た巡回相談の役 割が，
各学校や市町村の コ ーディ ネータ ーに分散 さ れて
き た と 考え られる。
巡回相 談以外の地域支援の充実を図 る必要 が
あ る と 思われる が， そのためには， どの よ う な支
援が求め られている の か， ニーズ、を把握する必要
が あ る だろ う 。 筆者が地域の 幼稚園や保育所 と か
かわる 中で， r特別支援」 に 対する保護者の抵抗が
強い こ と を訴え る保育者が少なか らずいた。 保護
者に相談機関を勧めたり， 個別の支援を提案 した
りして も保護者に受け入れて も ら えない (門脇，
201 1) 。 なかで も ， 特別支援学校やその職員に よ る
相談窓 口 や提案に 対しては， 園の嘱託医や保健師
な ど3 医療・福祉の専門家に よ る場合よ りも 抵抗
が強い こ と が う かが える。 実際に， 山形県内の他
の特別支援学校が学校を会場に開催 している 幼児
教室において も ， 年々 希望者が減少 している こ と
か ら ， 幼児教室の見直 しを検討 している。 地域に
よ り， 特別支援教育に対する ニーズが異な る と ，
例え良い取り組みでも受け入れ られない。 地域の
ニーズを把握 し， それに合わせた支援を提供する
こ と が， セ ンタ ー と しての特別支援学校の 乱喧で
あ る と 考え られる。
表1 山形県における特別支援学校の巡回相談の
活用状況 ( 山形県教育委員会 2010 ;2011) 
支援先日牛数) H20年度 H21年度 日22年度
幼稚園保育所 20 65 46 
小学校 148 188 151  
中学校 44 52 32 
同等学校 21 20 9 
その他 20 24 8 
④早期か ら の一貫 した支援に向けた取り組み
幼稚園 ・ 保育所か ら小朝交へのス ムーズな移行
のために も 幼児期か ら の一貫 した支援が望まれる
が， そのためには外部機関 と の連携が不可欠であ
る。 前述の よ う に保護者の受容の点で， 保育者は
教育か ら の個別のアフ oロ ーチ (教育関係者の巡回
相談) よ りも ， 医療福祉 (集団発達健診に よ る ス
ク リ ーニ ン グ) を通 した， 医師や保健師か ら のア
ブロ ーチを望む。 そのため) 5 歳児健康診断シス
テムの導入が注 目 されて き てい る 。
5 歳児健康診断の有効性について， 厚生労働省
の 「軽度発達障害児に対する気づき と 支援のマニ
ュ アノレJ では， 以下の よ う な研究成果を発表 して
いる。 1000 名 を越える 5 歳児を小児科医が診察 し
た地域において， 軽度発達障害児 の発生頻度が
8. 2"-'9. 3% と 推定 さ れた こ と ， それ ら 5 歳段階で
軽度発達障害の可能性が指摘 された子 ど も の半数
以上が 3 歳児健診では何の問題指摘も な さ れてい
なかっ た こ と が報告 された。 それ ら の結果か ら ，
現在， 小 中 判交で 6 %強 と 推定 さ れている軽度発
達障害児のほ と ん どを 5 歳児健診に よ っ て小学校
入学以前に発見でき る 可能性が高い と 述べ られて
いる (厚生労働省) 2007) 。
ただい “診断 して も ， フ ォ ロ 一体制 が整わな
ければ難民をつ く る だけである" と 平岩 (2010)
は警鐘している。
国立特別支援教育総合研究所は， 早期発見 と 支
援 ・ 就学後へのつながりの特色ある取り組みや成
果の見 られた 5 地域を， グ ッ ドデザイ ン地域 と し
て実地調 査し， その結果を 『発達障害支援グラ ン
ドデザイ ン Ver. 2�にま と めている。 その中で 5
歳児健診を行っ ている長野県駒ヶ根市で、は， 児童
発達支援施設 (訓練施設) の 幼児 ク ラ ブでア フ タ
ー フ ォ ロ ーを行い， 小学校の移行支援に関 しては，
「子 ど も カ ノレテ」 を作成 し， 文 書化に よ る 引継ぎ
を して き た。 フ ォ ー ロ ア ッ フ。の結果， 多動 ・ 種1動
性の子 ど も は落ち着き， ま た) 4 年生までは不登
校児が出ていない と い う 成果もみ られた。 5 歳児
健診開始直後は批判的な声 も多かっ たが， 健診後
に支援を受けた保護者か ら は， 肯定的な意見が多
く なっ て き た と い う こ と が報告 されている。
5 歳児健診は， その後ア フ タ ー フ ォ ロ ーが大事
であ る。 健診のみで、終わ っ て しま っ た ら ， 保護者
に混乱や不安感を抱かせて しま う ばかりである。
仮に地域にその支援を行 う 機関や り ソ ース がない
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場合， 特別支援学校がそのサポー ト にあた る こ と
が可能であ る と 考え る。
青森県のむつ養護学校は) 1 歳6 ヶ月 と 3 歳児
の精神発達精密検査及び事:後指導へ連携 してし 1る
(小津) 2010) 。 ま た， 山形県教育委員会が平成 20
年 10 月 にま と めた 「山形県特別支援教育推進プラ
ン」 において も， 早期支援における 医療， 福祉，
教育等の機関の連携の重要性が指摘 さ れ， “連携に
よ っ て， 個別の支援計画が作成 さ れ， 保護者や教
員 ・ 保育士等が， 医療 ・ 福祉 ・ 教育の専門的視点
か ら の意見を調整 し， 家庭や幼稚園 ・ 保育所等に
おいて共通の方向の下に適切な支援環境が整え ら
れる" こ と にな る と 述べ られている。
教育の立場か ら 関係機関 と の連携を図っ た支援
と い う こ と で， 特別支援学校のセ ンタ ー的機能を
有効に発揮でき る 取り組み と して考え られる。 ま
た) 5 歳児健診， 就学児健診 と つないでい く こ と
で， 小学校への支援の引 き 継ぎ も よ り一貫性のあ
る も のになってい く だろ う 。
(2) 研究の 目 的 と 方法
以上の問題意識か ら ， 本研究は次の こ と を 目 的
と する。 A特別支援学校の学区であ る B地区にお
いて地域のニーズを踏ま えた支援を提供するため
に， 地区内の幼稚園や保育所等の特別支援教育の
状況や一課題やニーズを把握する ためア ンケー ト を
と る。 それを も と に， 特別支援教育に関する地域
支援を計画 し， 実行する。 支援は， ニーズ調査を
踏ま えて幼稚園 ・ 保育所に 対して行 う も の と ) 5 
歳児健診をめ ぐる連携関係の構築にかかわる も の
を行 う 。 実践結果か ら未就学児に対する特別支援
学校に よ る有効なサポー ト のあ り方について考察
する。
2 実践と 結果
(1) B 地域の 幼稚園・保育所の特別支援教育の実
態お よ びニーズ調査
地域の 幼稚閤や保育所の特別支援教育の状況
や特別支援学校のサポー ト の周知状態， 支援のニ
}ズを把握するため， ア ンケー ト調査を行った。
A特別支援学校の支援対象地区の全て の 幼稚園 ・
保育所， その他の幼児保育施設 37 園に依頼 し) 22 
園か らの回答があ っ た。 回答者は主に， 園長， 所
長， 主任で， 特別支援 コ ー ディ ネータ ーの役職名
があったのは 1 園のみで、 あ っ たO
①ア ンケー ト の結果 と 分析
(a) r特別な支援を必要 とする子 ど も の在籍J
特別な支援を必要 と する 子 ど も の在籍は， 表 2
の通り， 診断を受けた子 ど も の在闘が 59. 1%， 配
慮児の在園が 63. 6%で， 合わせる と 約 8 割の園に
支援を必要 と す る 幼児が在闘する。 このこと か ら ，
圏内体制の整備が 急務であり， 一人一人の教育的
ニーズに応 じた特別支援教育を推進していかなけ
ればな ら ないこ と が う かがえる。 ま た， 障害児保
育補助 対象児や複数の特別の支援を必要 と す る 幼
児が在籍している園も 多 く ， 重度， 重複化， 多様
化への適切な 対応も求め られる。
表2. 特別な支援を必要とする子どもの在籍
支援を必要とする子どもの内訳 園数 % 
診断を受けた子どもの在籍 13  59. 1 
(障害児保育補助対象児在籍) (7) (31 .  8) 
配慮、児の在籍 14 63. 6 
診断を受けた子ども， または 17 77. 3 
自由華児の在籍
(b) r特別支援教育を行 う なかで困難に感 じ る こ
と J
特別支援教育を行 う なかで困難に感 じ る こと
は専門的な知識不足， 保護者対応， 個別の支援計
画や指導計画の作成で， この困難さ を支援のニー
ズと 捉えた。
特に全国的に課題 と さ れて い る 保護者 対応 に
関 して は， やはり大き な課題である。 自由記述に
も 「子 ど も の個性 と 受け と め られがち。 J ， r伝え方
に よ っ ては保護者 と の信頼関係が 崩れる。 Jな ど多
数の記入が見 られた。 地域的に保護者の障害 (特
に発達障害関係) や特別支援教育についての理解
が遅れている と 推察 さ れ， 早期発見， 早期支援に
取 り組むに は， 保護者の理解を得る こと が重要で、
あ る。
個別の支援計画や指導計画に 関 して， r専門書
を参考にして も ， 個別の支援計画 ・ 個別の指導計
画の作成は難しい。 J と い う 記述があ り， 作成の困
難 さ が あげ られている。 ただ， 平成 2 1 年度か ら
23 年度の 3 年聞に， A特別支援 学校の小学部 l 年
生に 1 1 人が入学したが， 個別の支援計画 と 指導計
画が幼稚園 ・ 保育所か ら 引 き継がれたのは 1 名 だ
けであり， 作成に至っていない園が多いのが現状
で あ る と 推測 される。 中には， 個別の支援計画や
指導計画の作成を周知していない園も ある と 思わ
れる。
一方， 小朝交 と の連携に関しての困難 さ を感 じ
ている 闘は少ない。 これは地域的に一つの保育所
か ら 一つの小判交に就学する こと が多いこと か ら ，
連携を図りやすいため と 考える。 しかし， 巡回相
談で訪問する と ， 小学校 と 幼稚園 ・ 保育所の特別
な支援を必要 と する 子 ど も の受け止め方に温度差
があり， 情報の伝え方が適切でないため， 入学時
の ク ラ ス編制に影響を 与えて しま っ たケース があ
っ た。 ここに幼稚園 ・ 保育所が気付いていない課
題が 隠れている と 思われる。
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図 1 . 特別支援教育を行うなかで困難に感じる
こと
(c) r特別支援 学校のサポー ト の周知 と 利用j
A 特別支援 学校のセ ン タ ー的機能のサポー ト
については， 思いの外知 られていた。 利用率は支
援計画 と 指導計画の作成サポー ト と 研修会講師派
遣が 3 割で， 他が 5 割程度で、あ っ た (図 2 ) 。
特別な支援を必要 と する園児がいて， 困難さ を
感 じなが ら も， 直接的な相談が利用 されない理由
の一つに， 自由記述にあっ た， r県が主催する教育
相談で も ， 養護 学校が会場と な る と 保護者の抵抗
が強 く ， 拒否 されてしま う 。 J と い う 保護者の特別
支援 学校への 抵抗感があげられた。 全国的には，
特別支援教育を望む児童生徒が増え， 特別支援 学
級や特別支援学校の人数は増加している。 しかし，
今回のア ンケー ト か ら ， 地域的には特別支援学校
や特別支援教育に 対する 抵抗が大き いこと が明 ら
かにな っ た。 ま た， (b) の困難 さ にあげられた保護
者対応か ら， 教育の立場か ら のアプロ ーチでは保
護者が納得しないため， 積極的な利用ができ ない
こと も推察 される。 ただ， 他機関のサポー ト も あ
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図2. 特別支援学校のサポー トの周知と利用
る ので， 半数近く の園は， それ ら を活用 していた。
(d) 必要な情報について
必要な情報 と して， ア ンケー ト にあげた 5 項 目
全てに関して， ほ と ん どの閤が必要 と していた (図
3 ) 。 記述には， í様々 なサポー ト を 利用 したいが，
情報を得る機会が少ない。 J í文科省から の情報が
保育の現場ま で届かない。 役所の事務方の知識不
足 も 手伝っている。 管 轄に関係な く 直接届く と よ
い。 J と い う ものがあっ た。 必要な情報については，
社会的 リ ソース の少ない地域であ り， かっ情報が
点在している ため， なかなかその情報を現場では
入手しに く い状況であ る。 幼児向けの老財や教具，
早期か ら就労ま での関係機関の情報等は， 特別支
援学校が有している ので， こ れ ら を ま と めて発信
する こ と は， 大き なサポー ト にな る と 考え られる。
②地域の実態 と ニーズに合っ たサポー ト
ア ンケー ト の結果か ら， B 地区においての特別
支援学校のサポー ト と して以下の 2 点が考察 さ れ
た。
(a) 特別支援学校の専門性を生かし， 専門的な知識
と 具体的な対応， また地域の リ ソ ース についての
情報を 提供する。
( b ) 保護者の発達障害や特別支援教育に 対する理
解が不足している状況か ら， 先にあげた小岩特別
支援学校の よ う な 幼児教室は望まれない。 保育者
の支援を通して， 間接的にかかわりなが ら ， サポ
ー ト してい く こ と が現状では適切である。
168 
国
数 | 圏あてはまる 口ややあてはまる |
25 
20 
15 
10 
。
リチ 援教 医 相 殺
スェ グ材 療 談 の
ト
ツ ツ ・
機 機 会
勺 ズ支 関 関
図 3 . 必要な情報
それを受け， 保育者のニーズに あ っ た夏季学習
会の講座の開催 と ， 福祉 ・ 医療と の連携に よ る C
町の 5 歳児健診への参画を通して実践に取り組ん
だ。
(2) 取り組みの実際について
①夏季学習会
A特別支援学校の地域支援室は， セ ン タ ー的役
割 と して， これま で も 地域の学校， 幼稚園， 保育
園の教職員や行政， 福祉の関係者に特別支援教育
の研修会を開催して き た。 過去 2 年間は， WI S 
crnやK- A B C の検査について行っ て き た。
今年度は， 現場のニーズに合っ た研修内容にす
るために， 先のア ンケー ト の結果を基に， 保護者
対応についての 「保護者 と の信頼関係づ く り」 と
具体的な支援方法 と して 「ベア レン ト ト レーニン
グ (支援者パージョ ン) J の 2 講座の研修会を開催
した。 こ の 日 は， 小中学校は， 他の研修会 と 重な
っ たため参加者は少なかっ た に も かかわ らず， 過
去最多の参加者で， 約 8 割が 幼稚園 ・ 保育所の保
育者で， ニ}ズの高 さ が う かがわれた。
(参会者の感想)
・保護者 と のかかわり方について困 っ ていたので，
様々 な話を聞 く こ と がで き た良い機会だっ た0
・ 3剛容や共感が大切 な こ と が分かっ ていたが， 今
回の研修を受け， 具体的に どんな態度や言葉が
良いか学ぶ こ と ができ た。
- 担任する子 ど も と のかかわり方で悩んでいたの
で， こ の よ う な方法でかかわれば良い と い う ヒ
ン ト をた く さ んいただいた。
・ 実際に活用でき る研修内容だ、っ たので， と て も
参考になった。
・ ただ講演を聞 く だけの研修でな く ， 演習やロ ー
ルフ。 レーな どの参加型の研修だ、っ たので， 実践
的でよかっ た0
. 来年度は今年で、き なかっ た講座に参加したい。
参加者のニーズに あ っ ていた こ と ， 演習 を行い
実践的に進めた こ と か ら ， と て も好評で、あっ たO
特別支援教育を取り巻 く 状況は， 年々 変化してい
る。 地域のニーズを把握する こ と の大切 さ と ， ニ
ー ズ、に応える専門性を身につけてい く こ と の重要
性を再認識した。
さ ら に， こ の機会を活用 し， 情報の発信 と して
特別支援教育に関する 書籍や実際に使用 している
耕三tや教具を展示し， 手に と っ て見て も ら っ た。
こ ち ら も 日 々 の実践に生かせる と 好評だ、った。
②幼稚園 ・ 保育所を訪問しての夏季研修会
4 年前か ら ， 夏季休業 中 に地域支援室 と 教育相
談室の教員の研修を兼ね， 地域の 幼稚園 ・ 保育所
に訪問しての研修会を行っ て き た。 今年度は， 新
規の園が 3 園 (幼稚園 2 園と 認定こ ども園 1 圏) ， 
毎年訪問し， 継続支援を行っ ている 2 園の 5 園で
行っ た。
先のア ンケー ト の記述に， 1文科省か ら の情報
が保育現場ま で届かない こ と が多々 あ る。 管 轄に
関係な く 届く と 良い。 J と い う 意見があ っ たが，実
際に現場を訪問する と ， 幼稚園では園内体制の整
備， 幼稚園 ・ 保育所では， 個別の支援計画や指導
計画の作成について周知 さ れていない こ と が あ る。
そのため， 幼稚園 ・ 保育所は， 現在の支援にしか
意識がいかず， 個別支援員をつけて解決して しま
いがちであ る。
そ こ で今年度初めて訪問した園には， 個別の支
援計画と 指導計画の意義 と 作成 と 活用の仕方につ
いての研修を取り入れた。
保育所や子 ども園は， 勤務体制上全員が一斉に
研修会に参加する こ と が難しい。 こ の よ う に， 特
別支援学校が出向 く こ と で， 子 ど も達の 午睡の時
間 を使 っ て多 く の職員が研修を行 う こ と ができ る
ため， 共通理解を図 る のに効果的 と 現場か ら言わ
れている。 また， 特別支援学校の教員 も 幼児を直
接指導 ・ 支援でき る貴重な機会 と なり， 両方に と
っ て フ。ラ ス の研修に な っ ている。 ただ， 研修会で
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伝えた こ と が， どの程度実践さ れているか確認で
き ないのが課題である。
D保育園の例 (新規)
1 0  : 00'"'-' 11 : 00 (園伊しへの直接指導 と 行動観察)
*ク ラ ス単位の全{材旨導
・ フ ィ ンガーカ ラ ー リ ン グ
- 体ほ ぐし
・ セカ ン ドステ ッ プ
1 3: 30'"'-'1 5: 30 (職員研修)
- 障害特性について
. 1 C F に よ る実態把握について
-個別の支援計画と 指導計画について
. 事例検討会
③ 5 歳児健診へのサポー ト
巡回相談や噺修会な どで幼稚園 ・ 保育所に訪問
する と ， 早期発見に関して 医療か らのアプロ ーチ
を望む声が多 く 関かれたため， 「 5 歳児健診J の取
り組みを何度か紹介して き た。 先の ア ンケ ー ト で，
支援地区の 2 町が 5 歳児健診を導入する情報を入
手する こ と ができ たので， これま でかかわりの深
かっ た C 町の健診に参画した。
C 町は人 口 約 4600 人の小規模の 自 治体であ る。
今年度よ り， 町立保育所 と 私立の幼稚 閏が統合し
認定子 ど も 闘が 1 園にな っ た。 町には小学校 4 校，
中学校 1 校， 高等学校が 1 校ある。
保育所 と は， 4 年にわた っ て夏季研修会で訪問
し，園児の実態把握， 個別の支援計画 と 指導計画作
成の援助や園児の直接指導， 職員の研修にかかわ
っ て き た。 ま た， 就学の際の引 き継ぎ会 に も 参加
し， ス ムーズな移行に も 支援して き た。 保育所で
個別の指導計画にそっ て指導支援に努めたため，
早期介入した子 ども達の 予後が良好で， 小学校で
の適応状況が よ い と 小学校側か ら報告 さ れている。
保育所 と のかかわりを通して， 保健師や町の巡回
相談員の教員 と の連携も深め て き た。
早期支援を行 う ためには， 就学時健診では遅す
ぎ る こ と か ら， 早期発見のため， 5 歳児健診の導
入に至 っ た。 山形県内においての導入は限 られて
おり， モ デノレケース が確立していなかっ たため，
秋に実施予定の C 町の 5 歳児健診の実施体制は，
6 月 の段階で、詳細は明確になっ てお らず， 教育の
立場 と して連携を提案し参画する こ と にな っ た。
図 4 は， 5 歳児健診の流れである。 C 町の該当
幼児は 50 名 であ る。 健診は 25 名 ずつに分け 2 田
行われた。 限 られた時間内で効果的に行 う ため，
事前ス ク リ ーニ ングを行っ た。 その際， A特別支
援学校は， チェッ ク リ ス ト と して K I D を紹介 し，
その結果を 「 ドク タ ーチェッ ク 依頼J r経過観察」
「問題な し」 の 3 段階に グルー ピングする部分を
す旦当 した。
当 日 は， 集団 自 由遊びの様子観察 し， 今後のア
フ タ ー フ ォ ロ ーのためにカ ン フ ァ レンス に参加 し
た。 「要受診J r要指導」 の閤児に関 しては， 個別
の知能検査の実施や， 個別の支援計画 ・ 指導計画
の作成の方向で後 日 要請を受け る こ と に してい る。
3 考察
地域の実態やニーズ、lこ合っ た研修に関 しては，
既存の取り組みを生か して行っ た こ と で， 大き な
負担がな く 取り組め， 高い評価を得る こ と ができ
た。 さ ら に， 今後のニーズも捉え る こ と ができ た。
現場のニーズも 年々 多様化 し， 専門的にな っ て き
ている。 それに応え る こ と ができ る よ う に， 特別
支援学校では， 最新の情報を キャ ッ チ し， 専門性
を身につけてし 1かなければな ら ない。
ま た， 夏季研修会の感想に， r特別支援学校の
先生が子 ども達を直接支援指導 している と こ ろ を
参観 したい。 J と い う も のが あ っ たo A特別支援学
校では， 学校見学会や体験会， 授業研究会な どで
授業を公開 してき ている。 し か し， も っ と 日 常の
生活の指導や支援を参観 したい と 思われる。 特別
支援学校の教員が子 ども に直接かかわる 幼児教室
の開設は地域のニーズ的に受 け入れ られない。 逆
に， 子 ど も の支援にあたる保育士， 教員， それか
ら研修の機会がなかなか難 しい個別支援員が， 来
校 して 1 日 ;参観する と い う サポー ト の在り方も考
え られる。 子 ど も理解や子 ど も へのかかわり方，
環境や授業作り， 耕才教具な ど直接見たり触れた
りする こ と は実りの多い研修 と な る であ ろ う 。 今
後検討 していき たいこ と であ る 。
5 歳児健診に関 しては， 特別支援学校の連携は
福祉課や子 ども園か ら は大変喜ばれた。 ま た今後
のサポー ト も期待 さ れている。 現在 1 番課題 と さ
れていた保護者面談の段階に入っ ており， 保育者
か ら期待 さ れていた医療か ら の促 しに よ っ て， 保
護者の受け入れは ど う で、あっ たのか， そ してその
の後の保護者の対応を 石信志したい。
5 歳児健診は， 健診が終わっ て終わりではな く
その後ア フ タ ーフ ォ ロ ーが大事である。 C 町に関
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図 4 . 5識児健診の流 れ ( (色がけ部分が特別
支援学校の支援)
しては， これまでも適切な対応を と っ て き たので，
今後 も その方向性で進んでい く と 思われる が， 成
果をあげている長野県駒ヶ根市では児童発達支援
方師免鳥取県倉 吉市では小学校の通級指導教室な
どの専門施設がア フ タ ーフ ォ ロ ーの支援や指導を
行っ ている。 C 町に は， そ う した リ ソ}ス がない
ため子 ど も 園がア フ タ ー フ ォ ロ ーの 中心を 担っ て
いかなければな ら ない。 現在， A特別支援学校で
は， 広域的に活用でき る 支援 リ ス ト (医療， 福祉，
就労関係) を作成中であ る が， そ う した情報を伝
えなが ら， 子ども 園への定期的な フォ ロ ー を行っ
ていき たい。
5 歳児健診は， 早期か らの一貫 した支援を行っ
て い く ための も のなので 5 歳児健診を単体 と して
扱 う のではな く ， 就学時健診そ して スム}ズな小
学校への移行につなげていかなければな ら ない。
そのため に も ， 今回のデーターやこれか ら作成 さ
れる個別の支援計画や指導計画を どの よ う に保管
し， 次につなげて い く か， 先進地域の例を参考に
しなが ら， 今後， 福祉課や園 と 検討 していかな け
ればな ら ない。
一方， 県内では先進的な取 り 組みのため， 他市
町村でも ， 保育者が関心を寄せている。 C 町やF
町は， 1 町 1 子 ど も 圏で対象児が 50 名 程度のため，
す ぐに取 り 組むこ と ができ た。 しかし， 健診の専
門家を集め る こ と やコ ス ト 面な ど， 自 治体に よ っ
て は簡単に導入でき る も ので、はない。 他市町村に
情報を伝え る た め に も ， 子 ど も達の小学校入学後
も 連携の中で見守 り ， 5 歳児健診の成果を確かめ
ていき たい。
4 成果 と 課題
地域の実情 に合わせた 支援への取 り 組み で あ
っ たが， 5 歳児健診に参画でき た こ と は， セ ンタ
ー的機能の一つで、あ る ， 福祉と 医療と のネ ッ ト ワ
ークの構築の第1 歩 と な っ た。 成果はまだ先の こ
と だが， 早期か ら の一貫 した支援につなが る も の
で あ る。 今後， 小学校や中学校の特別支援教育コ
ーディネー タ ー と もつなぎ， こ のネ ッ ト ワ ークを
拡大深化 さ せてい く よ う ， 連携を図っていき たい
と 考 える。
現在， 地域の保護者の障害や特別支援教育に対
する理解が十分でないため， 今回は間接的な支援
に取 り 組んで、き た。 しか し， 今後は発達障害につ
いての理解の促進 と 特別支援学校に対する抵抗感
を払拭する こ と に も努めていかなければな ら ない
と 考え る 。 そのために， 幼稚園や保育所に保護者
会での啓発の働き かけを行っ ていき たい。 ま た，
例えば外部支援部に関 しては， 別名 称(例00サ
ポー ト セ ン タ ー) を名 の り ， 独立 した機関である
印象を も たせ る な ど， 敷居を高く 感 じ させない工
夫 を し， セ ンタ ー的機能を有効に活用 しても ら え
る よ う に してし 1かなければな らないと 考える。
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